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対外直接投資の現代的形態

一日本の自動車産業を事例として一
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終わりに

はじめに

1985年 9月のプラザ合意以降の急激な円高の進展とその定着が日本企業の対

外直接投資活動を世界的規模で活発化させていることはよく知られているとお

りである。そうした中で日本企業の国際的展開は近年，さまざまな形態をとっ

て行われている。例えば，委託生産， OEM,開発輸入，製品の共同開発といっ

た国際的規模での企業間の業務提携や少数出資での外国企業への資本参加など

がそれである。これらの企業間提携は，少なくとも形式的には独立している企

業間での国際的な生産過程（技術・ノウハウを含む）や流通過程（原材料供給
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や販路確保）の分割という形態をとっており，対外直接投資の一般的形態であ

る完全所有型あるいは多数所有型での企業の海外進出やそれによる企業の多国

籍化および企業内国際分業体制の構築とは異なる新しい現象として注目されて

きている 1)

もとより少数所有あるいは非出資形態での日本企業の海外進出，とりわけア

ジア地域の開発途上国向け投資は早くから指摘されてきた2)。 しかしながら最

近見られる日本企業の国際的展開は単にアジアばかりでなく北米，西欧，オセ

アニアといった先進諸国をも含めた形で行われていること，および他国企業と

の相互交流の活発化にその特徴があり，従来の日本企業の海外進出形態とは質

的な相違がみられるように思われる。そこで本稿ではまず最初に企業組織の海

外進出の具体的形態である龍接投資がどのような範囲の経済取引を含むものな

のか，またその範囲がどのように変わってきているかを日本の大蔵省統計を事

例として確認する。次に日本企業の海外進出が現在，どのような形態で行われ

ているかを日本の完成車メーカーと自動車部品メーカーを事例として具体的に

検討することとする 3)。 そして最後にさきに確認した直接投資の範囲と日本自

動車産業の海外進出の現代的形態を比較することによってその性格を検討する

こととしたい。

もちろん， 上記の日本企業の海外進出の現代的形態は世界経済という時間

的，空間的構造の中で行われていることであり，世界経済構造およびその変化

との対応関係で生じている事柄である。しかしながら本稿では日本企業の悔外

進出の現代的形態を実証的に分析するにとどめることとする丸

1) 例えば，邦文では杉本昭七〔18〕第2部第 1章，竹田志郎〔13〕，徳永正二郎〔14〕が

ある。また最近では国連多国籍企業委員会が多国籍企業の非出資型進出に言及して

いる。 UN臼5〕第 1部第4章参照。

2) 既に小島清氏が早くから「日本型海外直接投資」およびその具体的形態として日本

企業のアジア向け投資を「対外直接投資の新形態」として論じている。小島〔3〕あ

るいは〔4〕参照。また C.Oman も同様の現象について論じている。 Oman且1〕

参照。

3) ここで日本の自動車産業を選んだのは日本の自動車産業の独特な構造，即ち，完成

車メーカーと自動車部品メーカーとの間にある企業間組織の存在，が日本企業の世界
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的展開の現代的形態を描写する際に便利だからである。

4) 世界経済の構造変化以外にも， 日本の他の産業の海外進出あるいは他国企業の海外

進出の事例をも検討する必要があることは言うまでもない。それらの点については今

後の課題としたい。

I . 対外直接投資の範囲一日本の大蔵省統計のケース1)

1. 対外直接投資の定義

現在採用されている大蔵省統計の直接投資に関する定義は，昭和55年12月に

施行された改正外国為替法（以下改正外為法と略）第22条第 3項にもとづいて

いる。それによれば対外直接投資とは，「居住者による外国法令に基づいて設立

された法人（以下「外国法人」という）の発行に係わる証券の取得もしくは当該

法人に対する金銭の貸付であって，当該法人との間に永続的な経済関係を樹立

するために行われるものとして政令で定めるものまたは外国における支店，エ

場その他の営業所（以下「支店等」という）の設置もしくは拡張に係わる資金

の支払い」をいうものとされている。より端的に直接投資の基本的性格を言い

表すならば，投資先企業の経営を支配するあるいは経営に参加することを目的

とする投資であり，投資のもう一つの形態である間接投資とはこの経営支配・

参加の有無によって決定的に区別される。その意味においては上述の「永続的

な経済関係を樹立するために行われるもの」とは経営支配・参加を目的とする

ものと解釈するべきであろう。

さて，それでは「永続的な経済関係を樹立するために行われるもの」はどの

ように定義されているのか，経営支配・参加を目的とする「永続的な……」と

いう言葉は概念上は明確であるが，実際上それを測定することは困難である。

統計をとる際に便宜的にどのような範囲を設定しているか，次にその内容を上

記の定義と同じく改正外為法で具体的に見てみよう。「永続的な……」は以下

のように説明されている。

「永続的な……」は「外国為替管理令」第12条第 9項及び「外国為替の管理

に関する省令」第22条において次のように定められている。
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(1) 居住者等（当該居住者のほか，その 100%出資の子会社及び当該居住者

と共同で経営に参加することを目的とした他の投資者〔非居住者を含む〕）

が，外国法人の発行済株式の総数又は出資の金額の総額（以下「発行済株

式等」という）の10形以上を所有することとなる場合における当該外国法

人の発行する外貨証券（外為法第 6条第12項）の取得。

(2) 居住者等が発行済み株式等の10形以上を所有している外国法人の発行す

る外貨証券の取得または当該外国法人に対する期間 1年超の金銭の貸付。

(3) 居住者との間に，役員の派遺，長期にわたる原材料の供給または製品の

販売，重要な製造技術の提供のいずれかに該当する永続的な関係がある外

国法人の発行する外貨証券の取得または当該外国法人に対する期間1年超

の金銭の貸付。

なお，外貨証券の取得または期間 1年超の貸付を行うことにより．両者の間

に新しく永続的な関係が樹立されることとなる場合も含まれる。

さらに．支店等の設置または拡張に係る資金の範囲は次のとおりである。

(1) 支店等の設置時に必要な資金（設置後 3カ月以内の運営に必要な資金を

含む。）

(2) 支店等の拡張時に要する資金であって，固定資産または繰延べ資産の増

加に伴うもの。

以上の説明を簡単に表にまとめてみると次のようになる（表 I-1)。

表 1-1: 昭和55年12月以降の直接投資の範囲

① 10%以上出資

証券投資
③ 10%以下出資 ① 役員の派遣

② 長期にわたる原材料の供給

③ 製品の販売
長期貸付 一年以上 ④ 重要な製造技術の提供

支店の設置 ① 設置時に必要な資金

・拡張 ③ 拡張時に必要な資金

（固定資産・繰延べ資産の増加を伴うもの）

つまり，支店・工場などの設置・拡張といった古典的な直接投資の形態ばか
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りでなく，証券取得，貸付といった外国法人との「永続的な経済関係の樹立」

も経営支配・参加を目的としたものとして直接投資と見なされるようになって

おり，直接投資が非常に多様な形態で把握されていることが分かる。

2, 対外直接投資の範囲の拡張2)'

しかもこの直接投資の定義も時代が下るにつれて次第にその範囲を拡張して

きた。以下， 日本の直接投資の定義の拡張の流れを簡単にみておくと， 日本の

対外直接投資は最初，実質支配の原則を採用しており，①本邦資本の出資比率

あるいは②本邦資本の出資比率が10形以上で役員の派遣がが25%以上のもの，

あるもの等， となっていたが，後に①出資比率25形以上のもの，

b)製造技術の提供，出資比率25%以下で， a)役員の派遣，

あるいは，②

c)原材料の供

給， d)製品等の購入， e)資金の援助， f)総代理店契約の締結， g) その

他投資先企業と永続的な経済関係の樹立，を伴うもの，と拡張され（表 I-2)

た。そしてさらに昭和55(1980)年12月の外為法改正後，先に述べた範囲まで

直接投資がよりいっそう拡張されたのである。

表 I-2 : 昭和55(1980)年12月以前の直接投資の範囲

出資比率25%以上

出資比率25形以下 ①

③

⑧

④

⑥

⑥

⑦

 

役員の派遣

製造技術の提供

原材料の供給

製品等の購入

資金の援助

総代理店契約の締結

その他投資先企業と永続的な経済関係の樹立

この直接投資の範囲拡張の動きの基本的な傾向は支配を測定する指標として

の所有の意義の後退であろう。具体的に言うならば最初の実質支配の原則に対

応した直接投資の範囲は最低10彩の所有（証券取得）が必要であるのに対して，

次に挙げた昭和55年12月までの直接投資の範囲では証券取得は 1彩でも直接投

資になりえる。さらに昭和55年12月以降の直接投資の範囲では証券取得 0彩，

つまり無所有でも直接投資に計上されることになっている。もともと直接投資
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とは投資先企業に対する経営支配を目的として行われるもの，即ち，投資先企

業を自らの企業組織に組み込むことを目的とする企業活動であり，投資先企業

の経営支配を目的としない間接投資と区別される海外への長期の資金の流れで

ある。この置接投資の基本的性質を考えるならば，取引相手である外国企業の

経営支配を効果的に行うのに相手企業の株式・持分を所有することの意味は次

第に低下してきており，現在では場合によっては全く無所有でも相手企業の経

営を支配できるケースもあることになる。もちろんこの大蔵省統計の直接投資

の範囲は便宜的な区分であるが，それにせよ今や様々な形態をとる所有型の直

接投資に無所有型の直接投資も加わっており，非常に多様な形態で企業の経営

支配・参加が行われていることをこの定義は示唆している。

言うまでもなく本稿の目的は直接投資規定の詳細な検討にあるわけではな

い。ここでは匝接投資が投資先企業を投資企業が自らの企業組織の中に組み込

むことを意図した経済活動であることと，日本の直接投資の範囲が一般的な認

識以上に広い範囲の国際的な経済取引を含んでいること，またその範囲が次第

に拡張し所有の意義が後退してきたことを確認するだけで十分である。

それでは次に日本の自動車産業が現在，どのような形態で国際的展開を行っ

ているかを具体的にみていこう。

1) 日本の直接投資規定については既に多くの人たちが言及している。例えば，小島

〔4〕p. 9-14, 西川潤〔8〕p. 32, 徳永〔1心 p.52, 桜井雅夫〔11)p. 18-25, 小宮

隆太郎〔5〕p. 222, 参照。また，それらの著作の中で例えば小島〔4〕や小宮〔 5〕は

日本の大蔵省統計の直接投資の範囲の規定に関する欠陥について言及しているが，こ

こでは直接投資の基本的な性質，大枠での範囲，そしてその範囲の拡張を確認するだ

けで十分である。

2) 以下， 日本における直接投資概念の拡張に関する叙述については徳永〔M〕p. 51-

52参照。ただしここでの叙述はおもに大蔵省『財政金融統計月報』428号 (1987年12

月）「対外民間投資特集」 p.2-6および同258号 (1973年9月） p. 2, によっている。

3) ここで各国の国際収支表のガイドラインである IMF国際収支マニュアル第4版

(1977年）における直接投資規定を日本の大蔵省統計の直接投資規定の範囲とその変

化が一般的なものかどうかを確認するために検討しておこう。

IMFマニュアルにおける直接投資規定も基本的には外国のある企業の事業に対し

て永続的な関心を持つ投資 (investmentthat is made to acquire a lasting 
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付表 1-1:IMF国際収支マニュアル第4版における資本勘定項目

資本 勘定

A. 資本（外資準備を除く） B. 外貨準備

a. 貨幣用金

b. SDR 

a. 直接投資

株式資本

再投資収益

その他の長期資本

短期資本

C. IMFにおける準備金

d. 外国為替資産

b. ボートフォリオ投資

公的部門の債券

その他の債券

企業の株式

C • その他の資本

長期資本

短期資本

e. IMFの資金利用

I MF [ 2 J p67より作成

interest in an enterprise operating), 即ち，外国企業に対する実質的な経営上

の発言権 (aneffective voice in the management of the enterprise) を持

つことを目的とした投資であるとしており〔IMF:p. 136〕， この点，日本の直接投

資規定は概念上， IMF規定を踏襲しているといえる。また， IMF規定においても取

引相手である外国企業の持分•株式所有が基本的にその外国企業に対する経営上の発

言権の有無を見る際のメルクマールとされているが，外国企業に対する経営上の発言

権が確保されるにはどの程度の株式・持分所有が必要であるかを決定することは非常

に困難な作業であること，株式・持分所有はあくまでも便宜的な指標でしかないこと

が認められている。実際， 77年版ではいままで提示していた株式e持分所有の具体的数

字が挙げられていない。さらに付表 I-1を見てみれば分かるように IMF規定にお

いては短期資本も寵接投資の中に含まれている。 IMFマニュアルはこの 77年版以前

においては直接投資の中に短期資本を入れていなかったが77年版から短期資本をも含

めるようにしており，現在の直接投資が単純に株式・持分や長期貸付といった長期資

本の移動という枠の中には収めきれないほど多様化していることを示唆している（こ

の点，先述の日本の直接投資規定は長期資本の移動という枠内で直接投資の内容の範

囲を広げていっている）。 もとよりIMF規定はあくまでも国際収支表を作成するた

めのガイドラインを提示しているだけであるが， ここでは IMF規定そのものの細か

い検討が目的ではなく，直接投資の一般的な枠組みとして既に IMF規定が日本の大

蔵省規定よりも広い枠組みを採用しているということを確認するにとどめたい (IMF

国際収支マニュアルの解説については尾上修悟〔9〕p. 101,....,2, 桜井〔1lJ p. 26,....,27を

参照。こだしここでの叙述は IMF〔幻 p.136,....,141, p. 187,....,194によっている）。
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II. 日本の完成車メーカーの海外進出の現代的形態

1. 日本の完成車メーカーの世界的展開状況

もともと， 日本自動車産業の海外進出あるいは対外直接投資は基本的に商品

輸出を軸として行われてきたといえる。即ち，先進国向け投資は日本からの輸

出車を現地で販売する拠点としての販売会社の設立が中心であった。また開発

途上地域向け投資の場合は販売拠点ばかりでなく生産拠点もみられるが，それ

も現地の自動車国産化政策との関係で完成車輸出が困難である場合が多いため

現地に組立工場を設立し半完成品あるいは部品を日本から輸出して現地でそれ

らを組み立て販売するというパターンをとっており，実質上，輸出のための付

随的なものとして直接投資は位置づけられてきた。

この日本の自動車メーカーの輸出中心型海外進出は既に1960年代からみられ

ていたが， 1970年代に入るとますます強くなる。特にオイル・ショックをきっ

かけとする世界的規模での小型車需要の伸びはもともと小型車生産に特化して

いた日本の自動車メーカーの優位性を相対的に高めたため日本車の輸出は1970

年代半ば以降急激に伸び（表IIー 1)' 日本の自動車メーカーはその製品の販

路の半分以上を外国市場（とりわけ米欧市場）で賄うという極端な輸出依存体

質が定着したのである（表IIー 2)。

周知のようにこの日本メーカーの過度の輸出依存体質が1970年代末期の米国

ク9ライスラー社の経営危機と相まって自動車に関する日米間の貿易摩擦を顕在

化させた大きな要因の一つである。この貿易摩擦に対応して日本側は1978年の

本田技研の対米進出をはじめとして次々に米国に現地生産拠点を設立するとと

もに1981年から対米自動車輸出自主規制措置をとってきた。しかしながら1980

年代中ごろ以降，とりわけ1985年 9月のプラザ合意以降，現在にいたる日本自

動車産業をめぐ9る世界経済の環境変化は，第一に日本と欧米との間の貿易摩擦

の激化が二つの自由貿易圏構想によってより制度的になり深化してきていると

ころに特徴がある。即ち， 1989年 1月 1日に発効した米加自由貿易圏および

1992年の EC統合は一種の経済ブロックの形成という側面を持っており，近年，
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欧米諸国で強まっているローカル・コンテンツ引き上げ要求圧力をさらに強め

る傾向がある。また第二に，急速な円高による日本メーカーの価格競争力の低

下である。これら二つの要因により日本メーカーは二つの自由貿易圏からの締

め出し回避および価格競争力回復のために海外進出あるいは製品輸入をせざる

をえなくなっていると同時に主要な販売市場である欧米でのローカル・コンテ

ンツ引き上げ要求を満たすために現地化を推進しなければならなくなってきて

いる。

表IIー 3は日本の完成車メーカーの主要な海外進出および提携状況を示した

ものである。この表からわかるように最近の日本の完成車メーカーの海外進出

形態が開発途上国向けの少数所有型直接投資ばかりでなく先進国企業への技術

供与や先進国企業間での完成車，部品，コンポーネントの相互供給といった形

態が多くみられることが分かる。具体的にいくつかの事例を列挙するならば，

開発途上国向けにはそのほとんどが少数所有形態で，たとえばトヨタグループ

（トヨタ，ダイハッ， 日野）が台湾，タイ，インドネシアで， 日産グループ（日

産，日産ディーゼル，富士重工）はタイ，インドネシア，フィリピンで，また，

マツダ，三菱自工，いすずはタイ，といった具合いに現地企業と提携あるいは

提携強化を行っている。また先進国間ではトヨタが GM と米国およびオース

トラリアで，フランスのルノーと南米コロンビアで合弁契約を結んでおり，日

表IIー 1 自動車輸出台数，輸出比率：日本

1960年 7,013(4.2) 1960年 31, 796(10.0) 1960年 38,809(8.1) 

1965 100, 71604.5) 1965 93,452(7.9) 1965 194,168(10.4) 

1970 725,586(22.8) 1970 361,190(17.1) 1970 1,086, 776(20.5) 

1975 1,827 ,286(40. 0) 
商

1975 850.326(35.8) 
A ロ

1975 2,677,612(38.6) 
乗 1980 3,947,160(56.1) 1980 2,019,801(50.4) 1980 5,966, 961-(54.0) 

---------------------......... ...,. -------------
--疇・・---------------------------疇----------

・-----------___________________ ,. __________ 

用
1981 3,946,542(56.6) 用 1981 2, 101,905(50.0) 1981 6,048,447(54.1) 

1982 3, 770,036(54.8) 1982 1,820,477(47.3) 1982 5,590,513(52.1) 

車
1983 3,806,396(53.2) 車 1983 1,863,114(47 .1) 計 1983 5,669,510(51.0) 

1984 3,980,619(56.3) 1984 2, 128,565(48.5) 1984 6,109,184(53.3) 

1985 4,426, 762(57 .9) 1985 2,303, 710(49.8) 1985 6, 730,472(54.8) 

1986 4,572,791(58.6) 1986 2,032, 132(45. 7) 1986 6,604,923(53.9) 

1987 4,507, 714(57 .1) 1987 1,797,211(41.2) 1987 6,304, 925(51.5) 

（出所）日産自動車「自動車工業ハンドブック」 1988年版
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表II-3:日本の完成車メーカーの主要な対外進出・提携状況

国名 企業名 トヨタ ダイハッ 日野 日産 デ日産ィーゼル 富士重工 マツダ 三菱自工 いすず 鈴木自工 本田技研

米国 ◎◎ () 0 

゜
◎〇 ◎■ f.) 0 ◎①◎ ()0 ~ 00△ ◎⑤⑤〇

゜
00 00 O△.., 00 

〇● 00 

カナダ ◎ 0 0 0 0 

゜
()O ◎ 00 

イギリス ◎◎ e) 〇▼■
西ドイツ □ 00 0口

゜゜
O△"f' O△▼〇

゜フランス A 

゜
． ゚ O▼ O▼ (e)) 

スペイン ◎ △ △ ~(e)) ((9) 

ポルトガル e) €) 

その他EC O△ 0 0 

゜゜゚ ゜
（◎）◎ 

欧州(EC以外）

゜ ゜
▽ 000 

中南米 ◎ e)e) 

゜
◎◎ の

゜
((9) e)OO 

() (e)e)◎） 

(e)) 

韓国 □△ △△ の〇▼ €) 

台湾 ◎の ~ の €) の△ △ の △ (e)) e)(⑤） 

中国 €) 

タイ ◎◎の ① el ~ ①⑤ の~ E9C9◎ Ce))O 00 
e) e)~ e)~O （⑤ e)) 

e● 

マレーシア の△△

゜゜
e) e) e) の△ (e)) e:)e:) 

(E:)①） 

インドネシア ◎◎〇 e)e) e) ... のの の (9e) のの

フィリピン e) ~ の€） ① e:i e)e) （◎） ((9①） 

€) 

その他アジア の

゜
e)e) の €) ① E:) E:) E:)E:)E:) €) 

e)e)(e)) (e)e)e)) 

オーストラリア ◎◎〇

゜
◎〇

゜
0 

゜゜00() • 
その他大洋州 ◎ 

゜
e)O ◎ 

゜
の

◎: 100%出資会社 (9:多数出資会社 CD:折半出資会社 e):少数出資会社 〇：販売会社 口：技術供与
（ライセンス生産，共同開発を含む） △: 完成車，部品，コンボーネント供給 ▽完成車，部品，コンポーネント輸入
1985年以降の動向 ●： 100%出資会社~: 多数出資会社 t):折半出資会社~=少数出資会社 @: 販売会
社 ■：技徳供与（ライセンス生産，共同開発を含む） ▲：完成車，部品，コンポーネント供給 ▼：完成車，部

品， コンポーネント輸入

（出所）日産自動車『自動車産業ハンドプック』 1988年版および各種新聞，雑誌に基づいて作成した。
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産はフォードと米国，オーストラリアで提携し，三菱自工は西独フォルクス・

ワーゲンと，本田技研は英国ローバー・グループ，フランスプジョーと提携関

係を持つなど総じて近年の日本自動車メーカーの海外進出は，先進国，途上国

を問わず，独立企業間での提携という形態をとる傾向にある。そこで次にこれ

ら企業間提携の実態をいくつかの類型に分けてそれぞれ特徴的であると思われ

る事例をより具体的に見てみることにする。

2. 対等企業間の提携

① 鈴木自工＝プジョーの提携

鈴木自動車工業は1988年 5月にフランスの自動車メーカー，プジョー社およ

びオースティン・ローバー・ジャパン (AustinRover Japan, 以下AR]と略）

の2社と日本で合弁会社を設立し，プジョー車の輸入販売を行っている。新会

社の株式は50%以上をプジョーが握り，合弁会社を通じて排気量 1,400ccから

1,900ccクラスのプジョー製乗用車を輸入，鈴木自工の系列販売網と ARIの

2社で販売する。 AR]が参加しているのは従来， プジョー車の輸入販売を同

社が行ってきたためで，基本的には鈴木自エとプジョー社の提携である。この

提携により鈴木自工は日本において最も市場が大きい 1,500ccクラスの乗用車

部門を輸入によって補完，品揃えを豊富にし国内販売体制を強化することがで

きるだけでなく， 日欧貿易摩擦に最も神経質なフランス自動車メーカーと提携

し摩擦を緩和する効果があるとともに日本車に対して厳しい輸入制限を行って

いるフランスに進出する足がかりを得たことになる。先述したように ECは

"'ill-

日本

＇主力車種を相互に生産委託予定? i 
↓ 

五 I
出資(50%以上）l

↓ ↓ 

三 →1輸入・販売会社1←
I 

フランス

{

J

 

（出所）日本経済新聞1988: 1/1, 1988 : 2/25, および日経産業新聞1988:
2/25に基づいて作成した



対外直接投資の現代的形態 - 95-

1992年の統合を控えているため，今回の提携により鈴木自工はプジョ一社を欧

州生産の拠点にする狙いがあるとみられている（事実，今回の提携交渉では両

社の主力車種の相互生産が検討されている）。 同時にフ゜ジョー社にとっても世

界の三大自動車市場の一つ， 日本市場への進出の足がかりを作ることができ

る。

② 本田技研＝ローバー・グループ提携のケース

本田技研は英国オースチン・ローバー・グループ (AustinRover Group, 

以下 ARGと略）と1987年 4月に業務提携を行っている。それは「YY」計画

と呼ばれるもので，その内容は①排気量 1,50Qcc-1,600ccクラスの小型乗用

車を両社で共同開発する，② ARGは英国工場で自社ブランド車(「YY」車）

と本田技研ブランド車を生産する，③本田技研は ARGの日本での販売会社，

ARJ向けに ARGブランド車を受託生産する，というものであった。そして本

田技研は「YY」車を日本名「コンチェルト」で本田技研ブランド車として日

本国内で88年 6月から販売しており， ARGは89年半ばから「YY」の生産を開

始する予定であった。しかし，その後の急激な円高の進展で日本での生産が不

利になったことおよび日英貿易不均衡という二つの要因に対応して89年末に提

携内容の見寵しを行っている。即ち，本田技研が ARJ向けに受託生産する予

定であった ARGブランド車を英国の ARG工場で生産された完成車の輸入で

賄うというものである。

このケースの場合，本田技研と ARGは既に製品の開発段階から提携関係に

あり，最初の提携内容では両社はそれぞれの立地国である日本と英国で相互に

相手側企業の生産拠点として機能することになっていたことから，完成車の生

産に関して相互交流が，あるいは実質的に両社の間に相互投資が，みられるこ

とに特徴がある。しかもこの業務提携は円高の進展と貿易摩擦という企業活動

にとっての環境が変化したことにすばやく対応して現地生産を輸入で代替して

いることからも分かるように従来の直接投資活動よりもはるかに柔軟性のある

ものといえよう。①で述べた鈴木自エとフ゜ジョーの提携のケースは，両社の提

携関係はまだ流通過程にとどまっているが，この本田技研と ARGとの提携の

場合は流通過程ばかりでなく製品の共同開発をも行っており生産過程において
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も相互交流を行っているのが分かる。

同様の対等企業間の生産過程・流通過程の分割あるいは相互交流は，日産デ

ィーゼルと米国ナビスター・インターナショナル社との間の普通トラックの共

同開発，三菱自動車工業＝西独ベンツ社間でのワンボックス型商用車の技術供

与計画， トヨタ＝西独フォルクス・ワーゲン社（以下VWと略）の間での小型

トラックの共同生産， トヨタ＝）レノ一社（フランス）の間での南米コロンビア

における共同生産，後に述べるいすず自動車＝ボルボ社（スウェーデン）間の

提携，などのケースが該当すると思われる。

3. 企業グループ内国際分業一〔 1〕先進国企業間結合

企業間提携はいま見たような対等企業間の一対一の結合のみではない。世界

の自動車産業には GMグループやフォードグループなど巨大企業を核とする

企業グループが存在しており，各国の中下位自動車メーカーはそれらの企業グ

ループの傘下に入っている場合が多い。例えば，日本ではいすずと鈴木自エが

GMグループに属しており， またマツダはフォードグループに， 三菱自工は

クライスラーグループに属している。企業間の国際的提携はこの企業グループ

を軸にしても活発に行われている。その具体的形態を GM グループ内でのい

すずの日米欧三大市場における提携を事例としてみてみよう。

GMは世界最大の自動車メーカーであり世界的規模で企業活動を展開してい

る。日本以外の主な GM グループ内企業を見てみるだけでも西欧では西独ア

ダム・オペル (AdamOpel) に100%出資，英国ロータス社に66%出資，また

韓国大宇自動車に50%出資しており，そのほか GMの子会社は世界各地に散

らばっている。いすずはこの GMのもつ世界的ネットワークを活用して企業

間提携を進めている。

例えば欧州では図 IIー 2にみられるようにいすずは欧州で効率的な完成車生

産を行うために GM グループとの提携関係を軸にして各生産拠点間の部品の

相互補完体制の確立を目指している。具体的には英国における GM との合弁

工場である IBCビークルズが生産するワンボックスカー（「ファーゴ」）に

GMの100%出資子会社， 西独アダム・オペル製のエンジンを搭載し，それに
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図IIー 2

41.6%出資

出資

トラック用部品供給
↓ 

[cMポルトガルl ← 

出資

→大陸欧州へ完成車輸出（予定）

（出所）日本経済新聞1988:7/6, 7/7, および日経産業新聞1988: 7 /6, 12/14 
に基づいて作成した

より自動車部品の現地調達率を67形から80形まで引き上げ， EC市場統合後の

自動車国産化比率向上要請に対応していく。それとともに GMポルトガルで

生産する小型トラック用部品を IBCビークルズから供給する。

さらに日本市場における欧州企業との関連で言えば，いすずは日本国内での

販売体制を強化するためにアダム・オペル車の輸入販売契約を結んでおり将来

的には日本国内でのオペル車の組立を検討しているし，またスウェーデンの自

動車メーカー，ボルボ社と1988年 7月にボルボ製の総重量16トン超の大型トラ

ックを日本で輸入販売することで合意しており，いすずのトラック販売網を通

じてボルボのブランドで販売することになっている。ボルボは大型トラックで

は世界第 4位のメーカーであり総じて欧州メーカーは16トン超の大型トラック

に強いとされているため，いすずは大型トラック部門をボルボ製トラックで補

完，品揃えを豊富にして国内販売体制を強化することにしている。ボルボ社は

図Il-3に示されているように米国において GM と提携関係にある企業であ

り，ここでもいすずは GM関係会社と積極的に提携関係を結ぶことによって

メリットを得ようとしている。またボルボ社にとってもこの提携は欧米に次ぐ

巨大市場である日本市場に進出する糸口をつかむことになる。特に日本トラッ

ク市場はいすず自動車， 日野自動車工業，三菱自動車工業，日産ディーゼルエ

業の上位 4社による強力な寡占体制がしかれているため海外メーカーが単独で

参入することは非常に困難な状態にあることから，今回の提携はボルボ社にと

っては日本市場進出の足がかりとなる。
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図II-3 

（出所）日本経済新聞1988:3/7, および日経産業新聞1988: 8/22 
に基づいて作成した

また図 IIー 3に示されているように北米との関連ではいすずは GM製エン

ジンを購入し，日本に輸入するとともに富士重工との米国合弁工場， Subaru-

Isuzu Automotive Inc. (89年秋操業予定）で生産される小型トラックに GM

製エンジンを搭載することにしている。

さらにいすずはカナダ市場で上記の合弁工場で生産される小型トラックの販

売を GMの販売網で行う予定である。

このようにいすずは合弁会社の設立，製品，部品の相互供給など GMグル

ープ内での提携関係強化を積極的に推し進めることによって世界経済の環境変

化に柔軟に対応し GMグループのメリットを最大限に生かすという戦略をと

っている。

いすずがとっている企業グループ内国際分業への積極的関与という戦略を採

用しているものとしては同じ GM グループの鈴木自工やフォードグループの

マツダがある。鈴木自工は北米進出に際して GM とカナダに合弁会社を設立

したおかげで米加自由貿易圏成立後，米国ビッグ・スリー並の優遇措置を受け

ることができることになっている。またマツダもアジア・太平洋地域でのフォ

ードグループ内国際分業体制強化の方向で動いている。

この先進国企業を構成要素とする企業グループ内国際分業のケースの特徴

は，第ーにそれぞれの企業グループが世界的なネットワークを持っていること

から，グループ内企業は世界各地の経済動向に対応して提携関係を柔軟に選択



対外直接投資の現代的形態 - 99 -

できること，第二に企業グループ内の各企業（鈴木，いすず，マツダ）がグル

ープの中核企業 (GM, フォード）から資本参加を受け入れているとはいえ，

中核企業からの経営支配を一方的に受けているわけではなく（例えば，クライ

スラーグループの三菱自工はグループ外のVWと業務提携契約を結んでいる），

中核企業，構成企業ともに，相互にグ］レープ内での提携関係を強化することに

メリットを見いだしていること，である。

総じて日本メーカーと先進国企業との間の近年の提携関係には次の四つの特

徴が認められる。即ち，①提携形態として資本提携より非出資の業務提携を選

択していること，②一方的な支配＝従属関係がみられないこと，③全面的な提

携関係ではなく，ケース・バイ・ケースの提携関係であること，④②と③の特

徴によって各国の多様な需要動向や世界経済の環境変化に柔軟に対応できる中

期的結合であること，がそれである。これら四つの特徴は日本企業の対外活動

にとっての不安定要因（円高といった為替相場の変動や欧米諸国との貿易• 投

資摩擦など）に対応して行われている。つまり日本メーカーは欧米への進出に

際して近年， 単独進出や資本参加といった従来からの進出形態ばかりではな

く，業務提携などなるべく日本色が目立たない柔軟な形での進出を選んでいる

といえる。また製品や部品の相互融通にしても円高によるコスト面での問題と

ともに貿易摩擦の緩和を企図しているのである。

これらの企業間提携は生産過程，流通過程のどちらか，あるいは両方で提携

企業が相互に実質上，経営参加を行なっていると言える。

4. 企業グループ内国際分業一一〔 2〕対開発途上国向け進出

これまで日本メーカーと先進国企業との提携関係を見てきた。そこには提携

企業間の圧倒的な交渉力の格差はみられず，提携企業はそれぞれ一方的な経営

支配のない企業間の組織的分業体制を双方から歩み寄ることによって構築して

いる。次に形式的には同様の提携関係が日本メーカーと途上国企業との間で成

立した場合を見てみよう。

① トヨタの国際分業一一台湾企業との提携

トヨタ自動車は1986年 3月に台湾国瑞汽車工業に資本参加 (22%出資）して
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おり，国瑞汽車をトヨタのアジア戦略の中核的な生産拠点として位置づけてい

る。もともと国瑞汽車はトヨタと提携関係にあったばかりでなくトヨタ・グル

ープの商用車メーカー， 日野自動車工業とトヨタの現地輸入代理店である和泰

汽車との間の合弁会社 (1984年設立）であり日野のトラックの現地組立拠点で

もあった。 トヨタの資本参加によって国瑞汽車は工場を増設，従来から生産し

ていた商用車に加えて小型乗用車をも生産する。現在，国瑞はトヨタのインド

ネシア合弁会社で生産している「キジャン」をベースとした多目的商用車「ゼ

イス」を台湾の現地市場向けに生産しており， さらに 89年春には「コロナ」

(1,800ccクラス）級乗用車の生産も予定している。

このトヨタの国瑞への資本参加のケースはトヨタ側からみれば国瑞のトヨタ

現地工場化である。図 Il-4を見てみよう。そこにはトヨタの米国工場であ

る TMM(Toyota Motor Manufacturing) が 2,000ccクラス， NUMMI 

(New United Motor Manufactaring Inc.)が 1,600ccクラスのトヨタ車を

生産しているのは同様に，国瑞が 1,800cc クラスのトヨタ車を生産すること

になっており，それぞれの生産拠点間で製品別分業が行われていることが示さ

れている。トヨタは国瑞に22彩の資本参加をするだけでなく工場建設からエン

ジンその他の主要部品の供給を行いほぼ生産過程の全域にわたって主導権を握

っていると言える。

しかしながらこの提携はトヨタのアジア戦略という側面だけを持っているわ

けではない。それは同時に国瑞及びその親会社である和泰汽車にとっても台湾

可 II-4

（出所）日本経済新聞1988:9/16, および日経産業新聞1988:11/30 

に基づいて作成した
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における現地企業間の競争に生き残るための戦略でもある。台湾には国瑞を含

めて 8社の自動車生産会社が年間販売台数ほぽ30万台の台湾自動車市場のシェ

ア争いをしており，和泰および国瑞にとってトヨタとの提携関係を強めること

で現地での生産・販売を強化することができるというメリットがある。

R 日産のタイ企業との提携強化

日産自動車は1988年 6月にタイの財閥系企業で従来から技術提携関係にある

サイアム・モーターズ社と同社の全額出資子会社 2社に資本参加することで号

意している。日産は 3社についてそれぞれ25%の株式を取得し提携関係を強化

することによってタイをアジアの生産，輸出拠点とし，アジア諸国に完成車，

金型，部品を輸出することとしている。具体的には従来から日産のタイでの販

売総代理店であるサイアム・モーターズ社および既に1962年に日産乗用車の現

地での組立拠点となっていたが 0%出資であったサイアム・モーターズ・アン

ド・ニッサン社，同じく 1973年に 0%出資であるがダットサン・トラックの現

地組立拠点となっていたサイアム・オートモーティヴ・インダストリ一社の 3

社の株式を日産が25彩取得し，組立会社 2社については生産能力増強および日

産の生産合理化技術を導入，サイアム・モーターズ社は販売店の拡充を行って

タイ国内での販売シェアを引き上げる。それによって従来から行っていた現地

販売ばかりではなくパキスタン，ブルネイなどのアジア地域へ完成車輸出を本

図1I―
技術提携→25%出資

サイアム・モーターズ社
（タイにおける日産の販売総代理店）

100%→ 75%出資
↓ ↓ 

サイアム・モーターズ
＆ ニッサン社
（日産乗用車の組立拠点）

100%→ 75%出資
↓ ↓ 

25%出資

→タイ国内市場向け

→西アジア地域への完成車輸出
［①台湾、マレーシア、インドネシア、フィリピンの日産生産

→ 拠点へのプレス部品、金型輪出
②日本へのプレス部品輸出

（出所）日本経済新聞，日経産業新聞に基づいて作成した
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格的に開始し，またプレス部品や金型を台湾，マレーシア，インドネシア，フ

ィリヒ゜ンなどの日産の生産拠点に輸出， 日本へも金型を輸出する予定である。

日産とサイアム 3社との提携強化のケースも基本的にトヨタ＝国瑞間提携の

ケースと同じである。即ち， 日産はサイアムの組立会社 2社に従来通り KD

（ノック・ダウン＝組立）部品を輸出するとともに完成車組立， 自動車部品生

産の主導権を握っている。またサイアム側も急成長しつつあるタイ自動車市場

でのシェア拡大を企図して日産からの資本参加を受け入れ生産能力の向上を図

っている。

このように日本メーカーと途上国企業との提携の場合は日本メーカー側が主

要な部品の供給を行っており，また生産過程の主導権を握っていることから日

本メーカー側が少数所有であっても圧倒的な交渉力を発揮していることが推測

される。そして日本メーカーはその圧倒的な交渉力の強さを背景に現地企業を

準子会社として活用する。日本メーカーと途上国企業との間にいわゆる国際下

請け関係が形成されるのである。

また途上国企業にとってもこの国際下請けは現地企業間の競争に生き残って

いくための効果的手段となっている。

]I[. 日本自動車産業の海外進出の現代的形態ー自動車部

品メーカーのケース

前節では完成車メーカーの海外進出の現代的形態について見てきた。しかし

ながら自動車産業は多種大量生産方式を採用した総合機械産業であり，完成車

メーカーの生産工程は全自動車産業の中の一部でしかない。とりわけ日本の完

成車メーカーの自動車部品内製比率は低くおよそ 3割程度である。周知のよう

に日本の自動車産業は完成車メーカーを頂点とし，その下に一次，二次，三次

……といった下請け部品メーカーが広がっているヒ゜ラミッド構造を成してお

り，その重層的分業構造全体で一貫した生産体制を形成している。したがって

自動車産業の海外進出を述べるに際しては自動車部品メーカーの動きをも見る

必要がある。以下，自動車部品メーカーの海外進出形態および完成車メーカー
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と自動車部品メーカーとの垂直的結合関係の国際的展開についてもっともその

特徽が典型的にあらわれていると思われる途上国への進出ケースをみてみるこ

ととする。

1. 非出資・少数所有型進出

(1) 技術提携による企業内国際分業

いすず自動車系自動車用鋳鍛造部品メーカーの自動車鋳物は急激な円高に対

応して台湾の進輸汽車工業股扮有限公司に技術供与を行い，進輪汽車を現地生

産拠点化し，そこで生産された製品を日本に輸入してコストダウンをはかって

いる。もともと進輪汽車は台湾国内向けに鋳鋼バルブを生産していたが，自動

車鋳物は今回の技術提携によって進輪の生産設備の更新・増設時に日本の生産

方式を指導し，また品質管理のノウハウを供与するなど人手のかかる鋳鋼素材

の生産に関する技術を援助して進輪の生産量を引き上げ日本での生産を台湾進

輪汽車に移転して製品間の国際分業を行っている。

このケースは自動車鋳物の側からみれば実質的に進輪は現地の生産拠点とし

て機能しており，労働集約的工程を担当している下請け企業の位置にある。そ

して従来の自動車鋳物の生産活動を基準にしてみてみるならば労働集約的工程

を担当している進輪は企業内の一部門ということになる。一方，進輪汽車の側

も自らの戦略に則って新しい効率的な生産方式の導入による生産性上昇の享受

を企図しているのである。

図III-I 

進輪汽車工業股伶有限公司

(2) 合弁形態による企業内国際分業

（出所）日経産業新聞1988:1/12に基
づいて作成した

次に日本企業が少数所有の合弁企業形態による企業内国際分業のケースを見
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（出所）日経産業新聞1988:4/19に基づいて作成した

てみよう。

自動車用照明器・部品メーカーの小糸製作所は台湾最大の自動車用照明器メ

ーカーで1987年 3月に技術供与契約を結んでいる大億交通工業に1988年 6月，

資本参加 (45形出資）している。台湾の自動車市場は近年，急成長しており，

とくに小糸製作所との取引関係が緊密なトヨタが，先に述べたように台湾国瑞

との提携強化，生産拡大を行っていることから現地での需要増加に対応した形

で提携強化を行っている。小糸製作所は今回の資本参加を契機に，技術系の部

長クラス 2人を常勤役員として派遣，技術供与範囲を拡大し生産ライン全体に

小糸製作所の製造技術を応用し品質・コスト競争力を高めている。

小糸製作所の側からみれば今回の大億交通への資本参加はトヨタの台湾進出

に対応した行動である。一方大億交通はもともと小糸製作所の日本でのライバ

ル会社であるスタンレー電気と台湾で現地合弁会社を設立していたがトヨタの

台湾進出にともないトヨタ系列の小糸製作所の系列下に入る方が有利であると

判断して小系製作所との資本提携にふみきりスタンレー電気との合弁会社は大

億交通の呉俊億社長の個人出資に切り替えている。つまり大億交側からみれば

今回の小糸製作所との提携強化はトヨタの需要に食い込むための戦略である。

次に完成車メーカーと自動車部品メーカー間の国際的な企業間の組織的取引

の事例をみてみよう。
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2. 日本自動車産業の重層的国際分業体制

―トヨタの台湾進出に対する日本の自動車部品メーカーの対応

トヨタは先述したように台湾国瑞自動車に新たに資本参加 (22%出資）し，

すでに商用車の委託生産を開始しており小型乗用車の生産も委託する予定であ

る。それに対応して日本の複数の自動車部品メーカーが台湾への進出あるいは

進出強化を行った。以下，進出の実態を具体的にみてみよう。

まず，技術供与型。バックミラーを生産している村上開明堂は台湾の建生工

廠に技術を供与して国瑞自動車向けのバックミラーを委託生産しており，実質

上，村上開明堂の現地工場的役割を果たしている。そして将来的には資本参加

による提携強化あるいは製品の逆輸入をも考えているといわれている。自動車

用マフラーを生産しているフタバ産業は台湾の協祥機械工業に技術を供与しそ

こでマフラーや燃料タンクなどの生産を委託，生産された製品を国瑞とトヨタ

自動車の現地部品会社，豊永に供給している。

次に，出資型。先述した小糸製作所以外に軸受けメタルを製造している大同

メタルは台湾の現地実業家と折半出資で設立した (85年）中華大同軸承に自動

化機械を導入して生産能力を高め，大同メタルから部品を供給し中華大同軸承

で製品化した製品を国瑞自動車に供給するともに日本への逆輸入を増やす計画

であるという。またタイヤバルブやプレス部品を作っている太平洋工業は99%

出資で現地に太平洋汽門工業を設立しており，今回のトヨタの国瑞汽車への進

出に対応してプレス工業を増設，国瑞へのプレス部品，タイヤバルブの供給を

行っている。自動車用電装品や車体部品を製造している東海理化電機は51%出

資して現地に理嘉工業を設立しそこで製造された製品の70%を日本へ輸出し30

％を国瑞へ供給している。バネやケーブルを製造している中央発条は現地の自

動車会社である合信汽車 (44%出資） と現地のトヨタの孫会社である建台豊

(7 %出資）と合弁で (44%出資）中発工業を設立し国瑞に製品を供給してい

る。また中央精機， 日本電装， トヨタ合成，アイシン精機もそれぞれ多数所有

形態で現地に製造拠点を設立し， そこで製造された製品を国瑞に供給してい

る。

表皿ー 1はトヨタと上記自動車部品メーカーとの日本国内での取引関係を表
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表IIIー 1: トヨタと台湾に進出した自動車製品メーカーとの関係

系列関 係
下請け企業名 納入状況

資本関係 人事関係

太平洋工業 0% 常務2人（元） 40.7% 

フタパ産業 14.3% 専務 1人（元） 46.2% 

取締1人（元）

監査 1人（現）

アイシン精機 21.0% 取締1人（現トヨタ会長） 80.0% 

監査 1人（現トヨタ副社長）

大同メタル工業 0% 0人 5.0% 

中央精機 60.4% 会長 1人（元トヨタ副社長） 73.0% 

副社長 1人（元）

専務 1人（元）

常務3人（元）

監査2人（現・元）

東海理化電機製作所 0% 常務 1人（元） 22.0% 

日本電装 21.8% 社長 1人（元） 60.0% 

専務2人（元）

常務2人（元）

取締1人（現トヨタ社長）

監査3人（現・元）

村上開明堂 0% 0人 25.0% 

小糸製作所 20.1% 社長 1人（元） 48.0% 

副社長 1人（元）

専務 1人（元）

監査 1人（現）

豊田合成 47.2% 社長 1人（元） 56.5% 

(3.2%) 専務 1人（元）

常務 1人（元）

監査3人（元・現）

中央発条 19.5% 社長 1人（元） 48.6% 

副社長 1人（元）

常務 1人（元）

取締 1人（元）

（出所） IRS『自動車業界全貌シリーズ：トヨタ自動車』 1986年版に基づいて作成した。



対外直接投資の現代的形態 -107-

にしたものである。この表を見れば分かるようにトヨタの台湾進出に追随した

自動車部品メーカーはそのほとんどが日本国内においてトヨタと緊密な提携関

係にある，いわゆる「系列」企業である 1)。 このケースの場合，日本国内での

「系列」関係がそのまま台湾に移転しており， 台湾での部品メーカーの提携企

業は国瑞と直接の「系列」関係はないが実質的には「系列」関係にあるといえ

る。そしてトヨタ＝国瑞の提携関係を横軸に， トヨタ→ トヨタ系部品メーカー

→台湾部品メーカーとの提携を縦軸として重層的な企業間の国際的な組織的取

引体制を構築している。

1) このような組立メーカーを中核とし部品，素材，下請け加工メーカーが一体となっ

た海外進出は「船団型海外進出パターン」と呼ばれている。「船団型」についてば港

〔6〕〔 7〕を参照。この「船団型海外進出パターン」はトヨタの台湾進出のケース以

外にも三菱自工の対米進出（クライスラー社との折半出資合弁会社〔Diamond Star 

Motors〕）や日産の台湾進出（現地企業である裕隆社との提携強化），の例など日本の

完成車メーカーが対外進出するに際してしばしば見られる状況である。また「系列」

については坂本〔10〕および佐藤〔12〕を参照。

もちろん自動車部品メーカーの海外進出形態はこの「船団型」ばかりではないし，

途上国向けばかりでもない。自動車部品メーカーには「系列」関係とは直接に関係の

ない海外進出をするケースもあれば先進国向け進出もある。例えば， 日産系の電装品

メーカー，カルソニックは「系列」関係の枠を外れて日米両国で GMと提携関係に

あるし，またトヨタ系の電装品メーカー， 日本電装は世界9カ国に生産会社をもち，

15社と技術供与契約を結んでおり，「親」会社であるトヨタよりも国際的な企業活動

を行っている。

終わりに

今まで述べてきたように近年の日本自動車産業の国際的展開は完全所有型あ

るいは多数所有型の直接投資といった形態ばかりでなく少数所有型や非出資型

（技術供与によるライセンス生産や共同開発など）の企業間提携も水平的，垂

直的に行なわれるようになってきている。この種の企業間提携は第 1節で検討

した直接投資の範囲に照らしてみると資本の動きがある場合は相手企業の経営

支配につながるものとして非出資型の企業間提携でも実質上，直接投資の役割
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を果たしている。さらに直接投資の基本的性格である投資先企業の経営支配・

参加を考えるならば，これらの企業間提携は新しい形の直接投資と言える。し

かしながら問題はこれだけにとどまらない。この種の企業間提携は開発途上国

向けばかりか先進国向けにも行われており，第 2節で述べたように先進国企業

間でみられる企業間提携の形態は単に技術や部品などを相手企業に供与して相

手国で現地生産するという一方向的なものではなく，相互に技術，製品，部品

などを融通し合う形をとっている。これを概念図で表すと次のようになる。ま

ず図 1は一般的な国際貿易であり，従って独立企業間の世界市場における経済

取引である。次に図 2は企業内貿易である。これは宣接投資による市場の内部

化が行われた後の組織内部での経済取引である。従来，直接投資論あるいは多

図 l

市場領域

量

図2
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国籍企業論は市場を組織が代替する過程を分析の中心としてきた凡 つまり図

1の状態から図 2の状態への移行が問題とされてきた。その際， しばしば企業

による市場の内部化は基本的に完全所有型直接投資をその手段とするものと想

定されており組織原理が市場原理に代替する過程として企業の多国籍化は語ら

れてきた2)0 

ところが本稿で述べてきた近年の日本自動車産業の国際的展開は，図 3に表

されているように，今までのように単純に組織が市場を代替する過程として処

理できないもの，あるいは組織と市場の二分法，即ち世界経済という場におい

ては直接投資と貿易の二分法，で処理しきれないものである。それは組織と市

場の中間頷域であり，そのうえその中間領域が必ずしも企業間の一方的な支配

＝従属関係を形成するものではない3)。従って，基本的に独立企業間の提携関

係であるこの直接投資と貿易との中間領域は新しい分析課題を提示していると

思われる。

まず第一にこの中間領域は二つの側面をもっている。即ち，従来，完全・多

数所有型でのべられてきた「経営支配」の面と，もう一つ相互交流という形で

の「経営参加」の面である。従って中間領域に完全・多数所有型をも含めてそ

の内容をより細かく分析する必要があろう 4)。つまり直接投資概念の再検討が

必要となろう。

第二に従来の匝接投資論のように多国籍化する企業の側の論理，即ち，企業

が直接投資を行う動機分析だけでは片手落ちとなろう。独立企業間の提携は単

に出資を行う側あるいは技術を供与する側などの出ていく側の論理だけで行わ

れるのではなく受け入れ側の論理も作用するという双方向的な企業間結合であ

る。さらに相互に直接投資あるいはそれに類する経済取引を受け入れているケ

ースをも考慮に入れねばならない。従って，第一の点と関連して企業間提携が

行われる際の凝集力の分析も必要となろう。第三に以上の新しい直接投資の形

態を可能にしている要因の分析である。

これらの諸点の検討については稿を改めて論じることとしたい。

1) このことを明確にしたのは言うまでもな<S. Hymerである。 Hyme託1〕。
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2) 例えば内部化論者の A.Rugumanは直接投資を基本的に完全所有型と想定して

いる。というのも Rugmanは企業が宜接投資を行う動機をその企業が持つ企業特殊

的優位性の維持にあると考えているからである。従って出資を伴う合弁契約も「直接

投資以外の国際ビジネスの活動諸形態」の一つとされるし (Rugman他〔且〕Part 2, 

chapter 4), 非出資型契約は「一般に多国籍企業の企業特殊的優位性の消散リスクが

低いときにのみ見られる」 (Rugman〔認〕 p.14)とされるのである。

3) Austerは最近，合弁契約，ライセンス契約，技術移転， R&D契約などの独立企

業間提携の諸形態をすべて含む概念として国際企業連携 (InternationalCorp-

orate Linkages)という用語を使っている。その定義は「自国市場および自らのお

かれた環境の中で戦略的優位を確保するために，異なる国に本拠を持つ企業同士が作

り上げた様々な形態の［企業］組織間協定」である。 Auste頁 1〕参照。

4) 前者の投資側企業の支配力の範囲を論じているものとしては，竹田氏が指摘してい

るように， Helleinerの企業内国際分業・貿易論が挙げられよう。 Helleiner⑫〕

および竹田〔1釘 p.224参照。
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